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海外子会社への増資に関するお知らせ 

 

当社は、2024年６月 21日開催の取締役会において、当社の非連結子会社である Totech Vietnam 

Solutions Co., Ltd.（以下「TVS」といいます。）が実施する増資を全額引き受けることを決議

いたしました。これにより TVSの資本金は当社の資本金の 10％以上に相当することとなるため、

下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

１．増資の目的 

当社は 2021 年５月７日に TVS を設立し、ベトナム社会主義共和国においてビルや工場向

け空調設備、自動制御・監視設備、再生可能エネルギー設備の機器販売に加え、それらのメ

ンテナンス・サービス事業を担わせております。今後、同国での更なる事業拡大を図るため、

TVSが実施する増資を全額引き受けることといたしました。 

 

２．異動する子会社の概要 

(１) 商号 Totech Vietnam Solutions Co., Ltd. 

(２) 所在地 10th floor, ICON4 Tower, 243A De La Thanh, Lang 

Thuong Ward, Dong Da District, Hanoi City 

(３) 代表者の役職・氏名 社長  岡本 浩孝 

(４) 事業内容 空調設備機器販売、空調計装機器販売、空調・計装設備

関連の工事・調整・保守サービス 

(５) 資本金 114億 5,500 万ベトナムドン（71,479,200 円） 

(６) 株主及び持分比率 当社 100％ 

(７) 設立年月日 2021年５月７日 

(８) 決算月 12 月 



(９) 当社との関係 資本関係 当社が 100％出資しております。 

 人的関係 当社従業員４名が出向しております。 

 取引関係 当社から当該会社へ貸付金等の取引を

行っております。 

(１０) 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 2021年 12月期 2022年 12月期 2023年 12月期 

純資産 95億 4,867万 

ベトナムドン 

52億 3,999万 

ベトナムドン 

△62億 1,463万

ベトナムドン 

総資産 118億 9,749万 

ベトナムドン 

165億 4,448万 

ベトナムドン 

136億 6,227万 

ベトナムドン 

１株当たり純資産 - - - 

売上高 - 350億 2,864万 

ベトナムドン 

306億 6,924万 

ベトナムドン 

営業利益 △19億 874万 

ベトナムドン 

△73億 1,170万 

ベトナムドン 

△116億 9,215 万 

ベトナムドン 

経常利益 △19億 632万 

ベトナムドン 

△43億 868万 

ベトナムドン 

△114億 5,462 万 

ベトナムドン 

当期純利益 △19億 632万 

ベトナムドン 

△43億 868万 

ベトナムドン 

△114億 5,462 万 

ベトナムドン 

１株当たり当期純利益 - - - 

１株当たり配当金 - - - 

※１ 2024 年６月 20 日時点の為替レート（1 ベトナムドン＝0.00624 円）で換算した金額

を記載しております。 

※２ 経営成績及び財政状態はベトナム社会主義共和国の会計基準に準拠して作成してお

り、当社の監査法人の監査を受けておりません。 

※３ 当該会社は株式を発行しておりませんので、１株当たり純資産、１株当たり当期純

利益、１株当たり配当金は記載しておりません。 

 

３．増資前後の出資総額及び出資総額に対する所有割合 

 出資総額 所有割合 

(１) 増資前 114億 5,500 万ベトナムドン 

（71,479,200 円） 

当社 100％ 

(２) 増資後 623億 5,500 万ベトナムドン 

（389,095,200 円）（予定） 

当社 100％（予定） 

※１ 増資として当社から 200万 US ドルを送金いたします。 

※２ 2024年６月 20日時点の為替レート（1ベトナムドン＝0.00624円、1US ドル＝25,450

ベトナムドン）で換算した金額を記載しております。 

 

 



４．日程 

取締役会決議日 2024年６月 21日 

増資の実行  2024年９月（予定） 

 

５．今後の見通し 

本件が当社に与える影響は軽微であります。 

 

以 上 


